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障害児通所支援における児童指導員等加配加算の取扱いについて 
 
 
 障害保健福祉行政の推進につきましては、日頃より御尽力を賜り厚く御礼申し上げま
す。 
 児童発達支援及び放課後等デイサービスについては、報酬告示（※１）において、指定
基準（※２）上必要な従業者の員数に加え、理学療法士等、児童指導員等又はその他の従
業者を配置している場合、児童指導員等加配加算を算定できることとされております。 
 今般、児童発達支援及び放課後等デイサービスにおける児童指導員等加配加算が適切
に算定されておらず、障害児通所給付費が過大に支給されている事例が、会計検査院の
検査により確認されました。その理由として、児童指導員等加配加算の要件の理解が十
分ではないことなどが挙げられており、会計検査院より、児童指導員等加配加算の要件
の周知徹底や、児童発達支援管理責任者の配置についての記載欄を設けた加算届の様式
を示すこと等について指摘があったところです（指摘事項の詳細は別紙１のとおり）。 
 つきましては、障害児通所支援における児童指導員等加配加算の要件に関する Q＆Aを
別紙２のとおり整理し、お示ししますので、内容について御了知いただくとともに、都
道府県、指定都市、中核市及び児童相談所設置市におかれては、 
 ○ 別紙２について、ホームページへの掲載や、事業所の指定・更新申請の機会又は

事業所への集団指導等の機会を捉え、管内の児童発達支援事業所及び放課後等デイ
サービス事業所（以下「事業所」という。）に対して継続的に周知すること 

 ○ 児童指導員等加配加算の届出様式について、別添のとおり、児童発達支援管理責
任者の員数を記載することとしたので、事業所に周知すること 

をお願いいたします。 
 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に
基づく技術的助言であることを申し添えます。 
 

（※１）児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成 24 年厚

生労働省告示第 122 号） 

（※２）児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 24 年厚生労働省令第 15

号） 
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